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１．医療等分野におけるICT化の推進について 
医療データのデジタル化・標準化（医療情報の利活用の基盤整備） 

患者・現場をつなぐネットワーク化（医療情報の共有・連携） 

イノベーションを生み出すビッグデータ化（医療情報の収集・分析） 

 

２．医療等分野のネットワークに関する取組 

 

３．ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフト 

【参考】保健医療分野におけるICT活用推進懇談会 提言 

厚生労働省の医療ＩＣＴに関する取組 

現行の取組① 

現行の取組② 

現行の取組③ 
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１．医療等分野におけるICT化の推進について 
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医療等分野におけるICT化の推進について 

 
○ さらに、厚生労働大臣の下に「保健医療分野のICT活用推進懇談会」を設置（平成27年11月）。 
患者・国民本位の医療等サービスの提供・持続可能な医療等システムの実現・産官学が一体となった
研究開発や新規サービスの創出に向けた次世代型の医療情報の共通インフラやプラットフォームの在
り方等について議論。 

○ 同懇談会提言（平成28年10月19日）を踏まえ、厚生労働省において提言内容の実現について検討
を進めていく。 

 
 
○ 「日本再興戦略 改訂2015」・「日本再興戦略 2016」に沿って医療等分野のICT化の取組 
 を着実に推進。 
 ① 医療データのデジタル化・標準化（医療情報の利活用の基盤整備） 
 ② 患者・現場をつなぐネットワーク化（医療情報の共有・連携） 
 ③ イノベーションを生み出すビックデータ化（医療情報の収集・分析） 
     

患者へのサービスの質の向上 
 

医療の効率化の推進 研究開発の推進 医療機関等の連携の推進 

さらなる取組（保健医療分野のICT活用推進懇談会） 

現行の取組 
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     医療データのデジタル化・標準化（医療情報の利活用の基盤整備） 現行の取組① 

○ 医療情報の共有・連携・収集・分析に向け医療データの利活用の基盤整備として、  
 電子カルテの普及と医療機関の医療データの標準化を図る    

＜取組状況＞ 
○ 医療機関間で医療情報を共有するための 
 厚生労働省標準規格の策定 
 
 

 ・情報の交換規約（交換するデータの項目、データ記載ルール） 
 ・用語／コード（医学用語、検査コード 等） 
 ・フォーマット（放射線画像、心電図の波形等） 
 
 
 
○ 医療情報連携ネットワーク全国普及の支援・推進により、情報連携のベースとなる電子カルテの普及を牽引 

電子カルテの普及と医療データの標準化 

※各地で構築されている医療連携ネットワークで、病名、
検査、処方等の基本情報を共有する際に活用。 

共有する情報の 
用語等を標準化 

     Ａ病院 
病院情報システム 

     Ｂ病院 
病院情報システム 

○ 一般病院（400床以上）における電子カルテの普及【2020年度までに普及率90％を目指す】 

＜実績＞電子カルテ普及率（一般病院（400床以上））2011年度57％→2014年度78％ 
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   患者・現場をつなぐネットワーク化（医療情報の共有・連携） 

＜取組状況＞本年度中に具体的なシステムの仕組み・実務等
を検討、来年度から着実にシステム開発を実行 

＜取組状況＞本年度中に具体的なシステムの仕組み・実務等
を検討、来年度から着実にシステム開発を実行(※) 

○ 地域での医療介護連携や、医学研究を推進等するため、医療保険のオンライン資格確認、
医療等分野のＩＤの導入を図るとともに、地域医療情報連携ネットワークの普及を推進  

オンライン資格確認 医療等ＩＤ 

地域医療情報連携ネットワーク 

   
    

医療機関 ピッ 

患者の医療保険資格 
をオンラインで確認 

医療保険の 
資格情報 
を管理         

（マイナンバー） 

取りまとめ機関 

○ 病院、診療所間の患者情報の共有や、医学研究での 
 データ管理などに利用可能なＩＤを導入 
【2018年度から段階的運用開始、2020年に本格運用を目指す】 

病院 
薬局 

介護事業所 かかりつけ医 

③分析・研究
開発のための
情報提供 

ＩＤ ②地域での医療介護連携 

   
    

マイナンバーカード ピッ 

病院 

診療所 
介護施設 

○ 地域の医療機関や介護事業者がICTを利用して患者
情報を共有するネットワークを全国各地へ普及 
【2018年度までに全国に普及・展開】 

マイナンバーカード 取りまとめ機関 
 ①振り出し ＩＤ 

○ 医療機関等の窓口でオンラインで医療保険資格の確認が 
できる仕組みを構築 
【2018年度から段階的運用開始、 2020年に本格運用を目指す】 

ＩＤ 

＜実績＞2016年７月現在で約250 

現行の取組② 

①地域医療介護総合確保基金（医療分）の活用  
 地域医療構想実現に向けた、病床の機能分化・連携のための地域医
療連携ネットワークの構築について都道府県が計画に位置付ける場合
には、基金の活用が可能（2014年度～） 
②診療報酬による評価 
 診療情報提供時の画像情報等の電子的な提供・活用については、診
療報酬で評価（2016年度～） 
③医療情報連携ネットワーク構築支援サービス 
 ネットワークを構築する際に有用な技術面及び企画面の情報の一元
的な情報発信を開始（2016年度～） 

<

取
組
状
況>

 

※番号制度推進室及びIT総合戦略室と連携して、 
 事業内容及び予算執行について、調整・精査を行う。 
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     イノベーションを生み出すビッグデータ化（医療情報の収集・分析） 現行の取組③ 

○ 医療に関する様々なデータの集積や多様な分析により、医療の質の向上 、医療機関のコスト・経営
の効率化 、研究開発の推進等を図るため、データベースの整備・拡充を推進。 

 

整 

備
・
拡 

充 

●ナショナルデータベース 

●DPCデータ 

●MID-NET（医療情報データベース） 

●介護保険総合データベース 

全国規模でレセプト・特定健診等のデータを
蓄積。受療行動の傾向を把握可能。また、特
定健診等の状況と、提供される医療の内容の
分析が可能。 
（レセプト約111.2億件 特定健診等約1.7億件） 

協力医療機関の検査結果や電子カルテデータ
を蓄積。PMDAで分析を行い、医薬品等の安
全対策を実施。（現在試行期間中） 

• 利用可能なデータを300万人規模に拡充。 
【2018年度中】 

• 製薬企業や研究機関等へのデータ提供を実施。
【2018年度中】 

全国規模の急性期病院の入院に関するレセプ
トデータ等を蓄積。診療行為や投薬の実施傾
向を把握可能。 
 

（約1,600病院、約1,300万人分/年） 
 

＜取組状況＞ 
・ 現在、試行的にDPCデータ（集計表）の第三者提
供を実施中【2016年度】 

・ DPCデータベースを構築。【2016年度中】 
・ DPCデータベースのシステム運用を開始し、第三
者提供を実施。【2017年度以降】 

 

医療・介護の質の向上等を推進 

データ分析（※）を行い、レセプ
トデータと介護レセプトデータ等
の各データの効果的な利活用方法
を研究【2015年度～】 

 （※例） 

介護保険法に基づき、介護レセプトデータと
要介護認定データを蓄積。地域の介護情報分
析等が可能。（レセプトデータ約5.2億件(2015
年10月時点)、要介護認定データ約4千万件(2016
年5月時点)） 

＜取組状況＞ 
• データの悉皆性を確保するため、市区町村に対し
データ提出の義務づけを検討中。 

• NDBの取組を踏まえ、研究機関等をはじめとした
データの第三者提供の実施を検討中。 

• 退院時の在宅医療・介護指導状況
と在宅日数との関連を分析 

• 医療・介護サービスの利用状況と
医療・介護費の関連を分析 

データベースの整備・拡充 複数のデータベースの
利活用 

○  データベース横断的な利活
用を推進。 

複数のデータベースの利
活用について研究 

○ 各種データベースの整備及び拡充を行う。 

＜取組状況＞ 
• 今後の施策・研究ニーズに対応するためＮＤＢの
サーバー等を大幅に拡充し、第三者提供の更なる
迅速化を実施。【2017年度中】 

• ＮＤＢの活用促進のため、『ＮＤＢオープンデー
タ（※）』を公表。【2016年度から】  

※ＮＤＢデータのうち、検査、処置、手術、薬剤等の情報を、 
 別途集計したもの。今後、随時、新しいデータに更新を 
 行っていく予定。 

 

各データの効果的な
活用方法を提示 
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２．医療等分野のネットワークに関する取組 
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 医療等分野では、レセプトオンライン請求ネットワークを始めとして、用途別にネットワーク（回線）が整備されている。例えば、レセプトオンライン請求で

はIP-VPN, IPsec-VPN、ISDNの利用が指定されている。 
 一方、医療情報連携ネットワークでは、運営管理主体のセキュリティポリシーにより異なり、IP-VPN、IPsec-VPN、SSL/TLS等の専用線などが利

用されている。 
 これらのネットワークは、 それぞれ異なるレイヤ及びプロトコルが採用されるなど方式が異なり、またセキュリティについても各々の方式で確保されており、

相互に接続して利用することができない状態である。 
 そのため、地域医療連携ネットワークに参加する医療機関は、レセプトオンライン請求の回線とは別に、地域医療情報連携の指定する回線を契約する

等の状況が発生している。 

【平成28年度】医療等分野におけるネットワークの相互接続の調査研究概要 

技術面の検討 
相互接続を実現するための技術課題と解決策を検討 
VPN接続方式の相違に関する解決策 
 IX接続センタにおけるIPアドレスの重複に関する検討 
認証基盤、セキュリティ確保 
相互接続仕様確立に関する検討 

ラボレベルの接続検証 

運用面の検討 
相互接続実現の運用課題と解決策を検討 
事業主体の選定要件 
 IX接続センタの運用業務 
ネットワークサービス事業者の運用業務 
相互接続サービスの利用手順案、ヘルプデスク運用 
相互接続に必要な回線帯域 

地域医療情報連携ネットワーク、医療機関に対するニーズ調査を実施 
 イニシャルコスト、ランニングコストの算定、ビジネスモデルの検討 

コスト、ビジネスモデルの検討 

背景と問題意識 

医療分野の複数種類の回線の相互接続を「IX接続センタ」を用いて実現することを仮説として設定 

検討の基本方針 
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相互接続に向けた調査研究の検討事項例（技術・運用・サービス） 
 IX接続センタ（仮称）を介して、既存のレセプトオンライン請求のネットワークの相互接続を実現するための課題と解決策
を検討 

患者 
中核病院 

診療所 

薬局 

健診機関 
中核病院 診療所 

薬局 

健診機関 

患者 

地域医療連携ネットワークB 地域医療連携ネットワークA 

IX接続センタ（仮称） 
相互接続機能 

医療機関が直接IX接続センタ
に接続している場合 

IPsec+IKE 
通信事業者C 

DNS 

サーバ 

【サービス】 
・IX接続を介した医療情報共有 

【サービス】 
・ネットワーク共用に
よるサービス提供 

【運用】 
・DNS機能の確認（名前解決） 
・IX内独自ドメイン名 
・IX装置冗長構成の実現性 
・IX提供エリア分散化の実現性 
・付帯設備と設置環境 

【技術】 
・VPN接続方式の相違の吸収 
・IPアドレス体系（重複回避） 
・セキュリティの確保 
・相互接続プロトコル 

【運用】 
・相互接続サービス開始手順 

【サービス】 
・レセプトオンライン請求サービス
を提供する事業者が接続 

サービスA サービスB 

IX接続センタ（仮称）を介して各種サービスに接続を想定 

・・・ 

IP-VPN  
通信事業者A 

IPsec+IKE  
通信事業者B 

【サービス】 
・レセプトオンライン請求サービス
を提供する事業者が接続 
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【総務省】医療等分野における高精細映像等データ共有基盤の在り方に関する実証 

総務省 実証事業(公示期間：１月17日～３月８日 3月16日開札予定） 
 

厚生労働省における調査研究を踏まえ、実際に複数種類の回線を相互接続する「相互接続基盤」を構築・接続検証を実施 

医療分野の複数種類の回線を相互接続するための技術・運用・ビジネスモデルについて検討を実施 
【厚生労働省】医療等分野におけるネットワークの相互接続の実現に向けた調査研究 

STEP1   相互接続基盤の構築と相互接続の検証 
 IX機能を有した相互接続基盤の構築と接続検証（高精細映像データ等を伝送する機能も実装） 

STEP２  ユースケースの実証 

検証 
相互接続基盤の機能、接続認証基盤等の技術的な課題、運用課題等について検証 
医療分野の各種サービスとの接続の課題、セキュリティ等について検証 
高精細映像データ伝送等の用途別のVPN構成方法、帯域などについて検証 

①地域医療情報連携ＮＷ間の相互接続 
 

 異なる回線を利用している地域医療
情報連携ネットワーク間の情報連携 

 医療等IDを利用した地域間連携に関
する検討 

②各種医療分野のサービス利用 
＜例＞ 
 オンライン請求 
 外部からのリモートアクセス 
 院内からのインターネット接続 
 JPKIを活用した患者認証 等 

③用途別のVPN 
 

 高精細映像データの伝送 等 
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全国規模の医療情報連携ネットワークの整備（イメージ） 

 医療保険のインフラを活用したオンライン資格確認を行うためのネットワークの整備をもとに、相互に接続する機能を持つ医療(介護)
情報連携ネットワークを形成。 

 このネットワークにおいて、全国共通のユニバーサルIDとして医療等IDを活用することにより、地域の医療(介護)情報連携(EＨR)を
超えて、全国の医療機関等間で、診療に必要な際に、診療に必要とする医師等が、患者の同意の下に、患者の治療・検査・画像
診断等の医療情報を共有することが可能となり、医療の質の向上と効率的な提供に寄与。 

 また、医療等IDを導入することで、長期にわたって治療経過を患者単位で連結できるようになり、患者の医療情報を収集・分析し、
ビッグデータとして活用することが可能となることにより、国民の健康増進と医療の質の向上に寄与。 
 

患者 

中核病院 

診療所 

薬局 

健診機関 

連携サーバ 
患者 

中核病院 

診療所 
介護施設 

健診機関 

患者 

中核病院 

診療所 

薬局 

健診機関 

患者 

中核病院 
診療所 

薬局 

訪問看護 

地域医療連携ネットワーク 

地域医療連携ネットワーク 

地域医療連携ネットワーク 地域医療連携ネットワーク 

医療等IDを用いた
地域間連携 

連携サーバ 

連携サーバ 

連携サーバ 

医療等IDを用いた
地域間連携 

オンライン資格確認 
医療等ＩＤ 

医療等ＩＤ 

IX接続センタ 

全国規模の医療情報連携ネットワークの整備（2020年度のイメージ） 
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３．ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフト 
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集まるデータ 生み出すデータ 
つくる 

つなげる 

ひらく 

分散したデータ データの統合 

たこつぼ化 安全かつ開かれた利用 

３つのパラダイムシフトと３つのインフラ 

データの収集段階から、集積・分析・活用（出口）で使える 
アウトカム志向のデータをつくる 

個人の健康なときから疾病・介護段階までの 
基本的な保健医療データをその人中心に統合する 

産官学のさまざまなアクターがデータにアクセスして、 
医療・介護データをビックデータとして活用する 

＜インフラ＞ 

＜インフラ＞ 

＜インフラ＞ 

最新のエビデンスや診療データをAIを用いてビッグデータ解析し、
現場の最適な診療を支援するシステムを構築 

 

医療・介護スタッフに共有され、個人自らも健康管理に役立てる 
全ての患者・国民が参加できるオープンな情報基盤を整備 

産官学の多様なニーズに応じて、医療・介護データを 
目的別に収集・加工（匿名化等）・提供できるプラットフォームを整備 

ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフト 

ICTの利活用が「供給者目線」から 
「患者・国民目線」になるように作り変え、 

以下を実現 

ビッグデータ活用やAIによる分析 
 
 

地域や全国の健康・医療・介護情報ネットワーク 
 

ビッグデータ活用によるイノベーション 
 

ICTを活用した遠隔診療や見守り 

どこでも誰でも、自身の健康・医療・介護情報が 
医師などに安全に共有され、かかりつけ医と 
連携しながら切れ目ない診療やケアを受けられる 

専門の医師がいない地域の患者や、生活の中で 
孤立しがちなお年寄りでも、遠隔医療や 
見守りなどの生活支援を受けられる 

疾患に苦しむ様々な患者に、最新の治療法や 
医薬品を届けられる。 

診療や治療が難しい疾患でも、個人の症状や 
体質に応じた、迅速・正確な検査・診断、治療が 
受けられる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 厚生労働省では、ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフトを実現するため、 
  ・「保健医療分野におけるＩＣＴ活用推進懇談会」を昨年11月より開催。ICTを活用した次世代型の保健医療システムの姿について、 
   先月（10月）にとりまとめ 
 ・「データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会」を本年４月より開催。ICT・ビッグデータの活用による保険者機能の  
   在り方等について、本年中にとりまとめ予定 
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 2017年度 2018年度 
【診療報酬・介護報酬改定】 

 2019年度  2020年度 
【診療報酬改定】 

 2025年度  2021年度 
【介護報酬改定】 

● AIやIoT等のICTを活用した診療支援や遠隔医療、見守り、ロボット等の技術革新を、医療・介護の枠組みの中に、現場や国民がメリットを 
 実感できる形で、十分なエビデンスの下に組み込み 

医療介護ICT本格稼働 ※本格稼働後も技術革新に合わせ機能を拡充 

個人の健康～医療・介護段階のデータを 
医療・介護スタッフ等に共有し、 

適切な診療・サポートが受けられる。 
個人自らも健康管理に役立てることができる。  

●全国規模への拡大 
 

●段階運用 
 
 

●設計・開発 
 

医療等ID 

 
 

●全国各地への普及 
 

医療連携ネットワーク 

最新のエビデンスや診療データをＡＩで分析し、 
   最適な診療が受けられる。     

 
●開発・実装化 

 

 
 
 

AIを用いた診療支援 

●診療報酬改定においてAIを用いた診療 
支援に向けたインセンティブ付けの検討 

●診療支援技術の確立 

産官学が多様な目的で 
健康・医療・介護データを活用できる。 

 
      
   

 
      

 ●ナショナルデータベース（特定健診、レセプト）、 
  介護保険総合データベース等の整備･連結 

 

 
 ●利活用環境の整備 

 公的データベースの整備・連結 

 
      
   

 
    

 ●施行・運用開始 
 医療情報匿名加工・提供機関（仮称）の実現 

※公的データベースを補完し、多様な研究開発ニーズに対応する 
 ため、非悉皆の多様なアウトカムデータを収集・匿名加工 

 
    

 ●法案提出・施行準備 

●分類の精緻化 
●データベース 

の構築 

●ケア内容の 
データベース 
試行運用 

●ケア内容の分類の作成 ●調査・研究 
 介護保険総合データベースの抜本的改革 

●介護報酬改定において自立支援に 
向けたインセンティブ付けの検討 

ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフト(工程表) 
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【参考】保健医療分野におけるICT活用推進懇談会 提言 
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医療的ケア児等が旅行等で外出した際も 
外出先で安心して医療を受けられる 

23 
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